
第二次世界大戦後アメ リカの対欧州通貨金融政策

　　　　　　EPU創 設の歴史的意義をめぐって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　須藤　功

1.は じめに

　第二次世界戦後十数年間における先進各国、 とりわけアメリカおよびイギ リスを中心とす る通

貨 ・金融政策 は、IMF体 制成立の起点として、あるいはまた東西冷戦体制の起源 として歴史研

究の対象とされてきた1)。加えて、冷戦体制の崩壊にともなうソ連および東欧諸国の経済改革問

題の出現は、西ヨーロッパ諸国の戦後復興に歴史的教訓を求めようとする関心か ら、再び戦後復

興期の政策に対する問題関心を提起 している。

　 これまでの諸研究が明 らかにしているように、 ブレトン・ウッズ体制の成立か らマーシャル ・

プランの開始、そして欧州決済同盟(EPU)の 創設とその解体にいたる時期 は、多 くの論争を

提起するほどにダイナ ミックであり紆余曲折 した過程であった。戦後世界経済の再編原理をめぐ

る主要な論争は、それがブレトン・ウッズ体制やマーシャル ・プランに見られる 「多角的アプロー

チ」あるいは 「グローバ リズム」であったか、あるいは1945年英米金融協定やEPUに 見 られる

ような 「双務的アプローチ」あるいは 「リージョナ リズム」であったかを対立点としてきた

国際通貨問題に限定すれば、「ユニバーサル ・アプローチ」対 「キー ・カレンシー・アプローチ」。

そして近年の 「リージョナル ・アプローチ」の立場にたつ ミルワー ドやアイケ ングリーンらの諸

研究は2)、戦後アメ リカのグローバ リズムにもとづ く諸政策が西 ヨーロッパの経済統合や経済復

興に大 きな影響を与えなかったことを強調 した。

　 これに対 して、 ジェームズ(Harold　 James)に よる最新の研究は、 リージョナリズムとグロー

バ リズムとの間の リンクの問題を強調 した。すなわち、「ユニバーサルな枠組 は リージョナ リズ

ムに限界を課 し、時の経過 とともにその性格を変え、よりユニバーサルにするのを助けたのであ

る」3)と。わが国でも、本間雅美氏による最近の研究は、「ブレトン・ウッズに象徴 される 『多

角主義アプローチ』 と 『キー ・カレンシー ・アプローチ』に代表される 『双務主義アプローチ』

がともに、戦後過渡期 という特殊状況のもとで等 しく必要 とされるにいたった 『現実の論理』を

追求」 した4)。

　 しかしながら、本間氏の研究はマーシャル ・プランへの連結を射程におくとはいえ、英米金融

協定の成立までが研究対象であるために、過渡期性を強調するにしても課題は途上にあるといわ

ざるをえない。 この点でジェームズの研究はわれわれの関心に応えるものであるが、 しかし、欧

州決済同盟創設にいたるアメ リカ側の政策の論理 と実際に関する実証的研究は不十分であり、 と

りわけイギリスのEPU加 盟のもった歴史的意義の析出を欠いていることで問題を残 している。

　われわれの最終的な課題は、アメ リカの通貨金融政策に関する一次資料(主 として、国際通貨



金融問題国家諮問委員会NACの 議事録など)に もとづく実証的研究を通 して、戦後の世界経済、

とりわけマーシャル援助対象諸国に対する再建 ・復興に関する国際通貨政策を検討 しようとする

ものであるが5)、ここではその予備的作業 として、戦時期から1958年 における西 ヨーロッパ諸国

の為替管理撤廃までの戦後十数年間にわたる時期の歴史的経過を、EPUの 創設過程に焦点 をあ

てつつ再検討 したい。

2.戦 後世界経済の再建構想

　 (1)戦 時期 ・戦後における英米の世界経済再建構想

　第二次世界大戦後の世界経済の再建構想の歴史的起源は、そのヘゲモニーを掌握 したアメリカ

に焦点を絞れば、1930年 代の大不況期における通商政策および通貨金融政策の転換に求めること

がで きよう。すなわち、1934年 互恵通商協定法による保護貿易主義から自由貿易主義への転換、

および1936年 の英 ・米 ・仏 「三国通貨協定」成立による国際通貨協調の実現であった。

　第1に 、前者の互恵通商協定法の理念を受 け継いだ再建構想は、国務省によるものであった。

すなわち、互恵通商プログラムによって 「無差別主義」にもとつく自由貿易制度を双務的に展開

して、漸次的に 「多角主義」を実現 しようとする 「多角的双務主義Multilateral　 Bilateralism」

の構想であった。「自由 ・無差別 ・多角主義」的通商は、為替相場の安定、為替取引の自由化、

国際投資の復活および経済開発の実現を不可欠 とするが、 しかし、 これは二次的な重要性 として

位置づけられた。国務省の国際通貨体制の再建構想は、「双務主義」 にもとづ く 「基軸通貨 アプ

ローチ」であった。 このアプローチにもとついて、 国務省の支持 のもとに、国際問題協議会

(CRF)は1942年 に、「為替安定基金」 によ る外国為替相場の統制を強調 したハ ンセ ン(Alvin

Hansen)の 構想と、長期的な国際投資を促進 しかっ計画化する 「多角的な公的機関」 の設立を

提案 したヴァイナー(Jacob　 Viner)の 構想を公表 した6)。

　 しか し、第2に 、実際に国際通貨金融体制の具体的な戦後構想を作成 したのは財務省であった。

財務省の再建構想 は、国務省のそれとは反対に、外国為替の安定と外為取引の自由化を国際機関

によって管理 し、「多角主義Multilateralism」 を一挙に実現 しようとす るものであり、 この点

で通商関係の調整 は二義的であった。財務省は、通貨政策は民間ではな く政府の責務であるとし

て7)、国際通貨の安定を国際機関による多角的な国際協力によって管理 し、すべての国が拡張主

義的なケインズ政策を追求 し、完全雇用を維持 しうるか否かが再建された資本主義世界の核心で

あると考えた。

　モーゲンソー財務長官に指示 されたホワイ トは、「多角的双務主義」(=「 ハルの原理」)を19

世紀の経済教義の遺物にすぎないとして退 け、「安定基金案」によって通貨価値の秩序ある調整

を準備 して為替相場の安定的維持を図ろうとした。さらに重要なことは、「為替相場の変更を多

角的な秩序ある方法で行 うために、国際機関に対 して各国の国家主権を大幅 に制限する権限一

一方的な為替相場変更の拒否、為替管理放棄の要求、国内経済政策の監督を行使する強大なコン



ディショナリティー を与えて、厳格な固定相場制にもとづ く自由な多角的貿易体制の実現 を意

図 した」8)のであ った。同時にホワイトは、「グローバルな完全雇用達成のため に使用され る超

国家的権限を持つ世界中央銀行」設立を提案 した。ホワイ トは、 これ ら2つ の機関によって、

「世界不況への後戻 りを回避 し、国際収支調整の痛みと混乱 とを最小限 にする」9)こ とを意 図 し

た。

　 しか しなが ら、1943年10月9日 に世界 「銀行」案が公表されたときには、 もはや当初の枠組か

らは程遠いものとなっていた。すなわち、イギリス側が巨額の出資金負担を恐れて消極的姿勢を

とったことや、国際的銀行家 らが潜在的インフレーションへの恐れと彼 らの活動 に対する足枷へ

の脅威か ら強力に反対 したたら6、ブレトン・ウッズ協定において最終的に成立 したものは、民間

投資の回収を保証する 「保証基金」にすぎなかった10)。

　これに対 してイギリスの再建構想は、「自由、無差別、多角主義」の理念は認め るにして も、

「拡張主義圧力」をアメリカに求めることを優先する、つまり対外経済政策を安定化するという

条件を債権国の責任において充たすことを求めた。そしてそれが充たされない場合には、「双務

的多角主義」が次善の策であるとみた。つまりは、「多角主義」の実現を債務国アメリカの 「拡

張主義的圧力」を通 じて支えようとする通貨戦略であった11)。

　 (2)英 米交渉におけるホワイ ト案の修正

　 アメリカの再建構想は財務省のそれが具体化 したものであったが、 しか し、武器貸与基準協定

(第7条)に もとづ く英米交渉を多角ベースかあるいは双務ベースのいずれの方針で開催すべ き

かの路線対立があった。 しか しこの対立は、国際会議の協議事項 としては通貨安定を優先 させる

が、英米二国間の双務的な非公式の会議として開催することで妥協が成立 した。

　 ワシントンにおける英米交渉は、1943年9月 ～10月 にかけて行われた。すでに見たように、交

渉前のホワイ ト案では、世界 「銀行」構想は大幅に後退 していた。 さらに、国内経済政策に対す

る 「基金」の介入権限も、不均衡をもた らす国内経済政策に対する 「基金」の拒否権から、加盟

国は 「基金」の勧告を考慮すべきことへと弱め られていた。

　 ホワイトとケイ ンズとの交渉における第1の 問題は、イギ リスが 「基金」から利用可能な信用

量に満足 しなかったことにあった。 しか し、 ほとんどの国が過渡的に為替管理を継続 している状

況のもとでは、 アメリカは 「基金」の保護を重視せざるをえなかった。実際、共同宣言では3年

間にかぎって為替管理の継続を認めた。 これは、ホワイ トにとっては原則の妥協ではなかったが、

「世界経済の過渡的 ・長期的な諸問題を処理する当初の野心的なプランか らのもう1つ の後退」12)

を示すものであった。第2の 妥協 は、稀少通貨条項(scarce-currency　 clause)で あ り、 これは

加盟国に稀少通貨国(=ア メリカ)の 輸出に対 して差別する権利を認めるものであった。そして

第3の 妥協 は、「基金」の国内政策への介入に関するものであり、ホワイ トはアメ リカ議会 の反

対を予想 しつつも、国内経済の拡張を可能にさせる手段 としての 「基金」の機能を重視 してケイ

ンズに歩み寄 った。すなわち、一定の条件で 「基金」から自国通貨で他国通貨(=ア メリカ ・ド



ル)を 購入することを認めた。

　以上のように、1944年7月 のブレトン・ウッズ協定に結実 したアメ リカおよびイギ リスの戦後

世界経済再編計画は、確かにIMFと 世銀を軸とする世界市場の組織化を意図 した ものであ り、

「ニューディールの国際化」 という 「理想主義」が前面に表れた。そのため、 アメ リカ議会 にお

けるブレトン・ウッズ協定の批准にさいしては 「修正」を受けることになった13)。しか し同時に、

この構想は当初のそれか ら後退 して、「基金」が戦後過渡期の諸問題を処理す る機関として は無

能であることか らもまた、「修正」を不可避とした。すなわち、「世界銀行」が保証基金化 したう

えに、「基金」が諸国の戦後復興の加速および為替管理撤廃の促進のための十分 な資金源 を持た

ないという状況のもとでは、諸国の為替管理撤廃までは、 ドルが 「基金」の利用 しうる唯一の通

貨 となるか らである14)。

　(3)ブ レトン ・ウッズ協定の 「修正」

　 ブレトン・ウッズ協定に対するアメリカのもっとも重要な批判は、ニューヨーク連邦準備銀行

副総裁のウィリアムズ(John　 Williams)に よって提起された。彼の代替案は 「キー・カレンシー」

プラン(=ア プローチ)と して知 られるが、その骨格はイギ リスにスターリングの国際的役割を

引き受けさせるために巨額の借款をアメリカが提供することであった。つまり、借款によってイ

ギ リスは多角的貿易政策を実施 し、国際的資本市場としてロンドンを復活させ、 アメリカと共同

して国際金融秩序の共同管理を行お うとするものである。 とりわけ、 ロンドン金融市場は、双務

的貿易協定その他のナショナ リズム的政策の代替物を提供 し、「避け難い戦後の ドル不足が ドル

信用による貿易金融を不可能にするとの認識か ら、スター リング信用は不可欠」であるとした点

が重要であった15)。

　 ローズヴェル ト大統領は、1945年1月 にブレトン・ウッズ協定法案を議会に提出して早期批准

を要請 し、議会での論戦が開始された。議会では、ウィリアムズの 「キー ・カレンシー」 プラン

は、「基金」の効力を恐れた国際的銀行家たちのロビー活動に結びつき、また双務主義 を追求 し

てきた国務省の支持を も獲得することとなった。彼らの努力は、世界不況の再来を懸念する世論

のなかで16)、ブレトン・ウッズ協定法の修正(=「 スペンサー=ワ グナー修正法案」)と い う形

で財務省との妥協が成立 した。

　すなわち、第1の 修正はアメリカ銀行協会(ABA)と 財務省 との妥協であ り、　IMFと 世界銀

行(IBRD)の アメリカを代表する総務を兼任させることで、両機構の機能を調和 ・統合するこ

とであった。第2の 、より重要な修正は金融業界、議会、および国務省 との妥協であった。すな

わち、「国際通貨金融問題に関する国家諮問委員会(NAC)」 を設置 し、 アメ リカの対外経済政

策の調整と 「国益」の一体化をはかること、さらに2つ の機関(IMF,　 IBRD)の アメ リカ代表

は、議会に直接責任を負う財務長官、国務長官、商務長官、連邦準備制度理事会議長、および輸

出入銀行総裁か らなる 「閣僚委員会=NAC」 によって支配されるべきこととなった　　 これは、

連邦準備制度による妥協案であった。



その他の修正としては、第3に 、世銀に対 して通貨安定のための長期貸付の権限を与えること、

第4に 、IMFの 機能を通貨安定化のための短期操作に限定すること、第5に 、協定批准国 に対

しアメリカによる借款を可能にすること このことは、「キー ・カ レンシー ・アプローチ」 を

追求する途を拓 くものであった17)。こうした修正を受けて、ブレトン・ウッズ協定法案 は1945年

6月7日 に下院を通過 し、最終的に7月18日 に上院を通過 して、 アメ リカはIMFお よび世銀へ

の参加を決定 した。

3.英 米金融協定とアメ リカの世界経済再建政策

(1)英 米金融協定の成立

1945年8月21日 のアメリカ政府による武器貸与法廃止の発表は、イギリス財政に深刻な打撃 を

与えた。すなわち、イギ リスはアメリカからの200億 ドルの武器貸与、スターリング諸国か らの

140億 ドルの戦時債務に加えて、戦後復興の資金調達という難問を抱えることになったのである。

こうした状況下で、イギ リスは外国貿易を管理し、またスター リング圏の結合を強化すること

でこれに対処 しようとした。 しかし、イギ リスのこの政策 は、英米貿易を阻害するだけでな く、

ブレトン・ウッズ協定に体現 されたアメリカの戦後世界経済再建構想の実現を脅かす政策以外の

なにものでもなかった。アメ リカは、第二次世界大戦への参戦前夜からすでに、イギ リスに対 し

て戦後の貿易自由化構想の追認を求めていた。1941年8月 の大西洋憲章の起草では貿易自由化を

明記させようとし、また武器貸与基準協定では自由化原則をいっそう明確に規定 した。そして、

イギリスにブレトン・ウッズ協定を批准させ、かっ 「国際貿易機構(ITO)」 構想を受 け入 れさ

せることによってスターリング圏の弱体化、 ドルを基軸 とする戦後世界経済体制の確立を意図 し

たのである18)。それゆえ、かかる状況の打開を意図 して、1945年9月13日 、ケイ ンズを団長 とす

るイギリス代表団のワシントン訪問によって、英米金融協定交渉はブレトン・ウッズ協定の批准

期限である12月31日 を睨みながら開始されることになった。

英米金融協定(借 款協定)は 、1945年12月3日 に最終的に調印された。この協定 は、「イギ リ

スほど世界貿易で決定的な地位をもつ国は他にない」ため、「特別のケースではあるが、 しか し

アメリカ政府の対外経済政策の不可欠の部分」として位置づけられた19)。それは借款条件 にとど

まらず、通商政策や武器貸与などの清算に関する取 り決めをも含む広範な内容を含んでいた。

まず第1に 、武器貸与の清算に関 しては、対英純債権200億 ドルを棚上げに して、余剰軍事物

資の払下げおよび未納入武器貸与物資の支払いとして6億5,000万 ドルの返済だけを、 イギ リス

側に義務づけた。他方、武器貸与基準協定第7条 に規定 した 「国際通商における差別的措置の除

去、関税その他の障壁の削減」をイギリスに再確認させ、その実行を迫 った20)。第2に 、 対英借

款条件を定めた金融協定に関 しては、37億5,000万 ドルの巨額借款 を年利2%で 、5年 間の据 え

置き後50年 間で償還することを規定 した。さらに、利払免除特例を盛 り込むなど、当時の一般的

借款条件 に比べてきわめて優遇 していた。



しかし、同時に、戦後復興期のイギ リスにとってはきわめて過酷な諸条件が盛 り込まれていた。

すなわち、①協定発効後1年 以内に、イギ リスはポンド地域諸国との為替取 り決めを完了 し、域

内の ドル ・プール制を廃止 し、また域内各国が経常取引で取得 したポンドや ドルの交換性を回復

すること(第7条)。 ②イギ リスは協定発効 と同時に、アメリカからの輸入に対す る支払いやア

メリカ居住者が経常取引で取得 したポンド残高の使用にさい して、為替管理を行わないこと(第

8条1項)。 ③1946年 以降、アメ リカからの輸入に対する差別的数量制限を廃止すること(第9

条)。以上において特 に重要な点は、イギ リスが協定発効後1年 以内にポンドの交換性回復 を義

務づけられたことであった。 これは、莫大な戦時債務を抱え、輸出競争力の低下に悩むイギ リス

にとっては、復興計画が狂えば即座に通貨危機に直面する危険性を孕むものであった。

そして第3に 、通商政策に関 しては、第3条 では 「本借款の目的は、アメ リカにおけるイギ リ

スの物資およびサービスの購入を促進 し、戦後過渡期におけるイギ リスの経常収支赤字の補填を

援助 し、イギリスの金 ・ドル準備を適正な水準に維持し、イギ リス政府が本協定ならびに他の協

定に規定 された多角貿易の義務を果たす ことを援助することにある」 とされた。さらに、アメ リ

カ側の文書 「貿易と雇用の拡大に関する国際連合における国際会議での検討議案」(後 の国際貿

易機構)を イギリスに基本的に承認させ、その実現に向けて予備交渉を開始することを約定させ

た21)。これは 「借款を武器にイギリス帝国の通貨 ・通商上の紐帯を切断 し、アメリカ中心の多角

的貿易体制に組み込 もうとする帝国主義的」22)なそれであった。

英米金融協定調印の1ヵ 月後、 トルーマ ン大統領は、NACと の協議にもとついて、 財務長官

に当該協定を実施する権限を付与する決議案の承認を議会 に求 めた。議会では、上院公聴会が

1946年1月20日 から3月 初旬にかけて開催 され、5月10日 上院を通過 した。 さらに、下院を通過

したのは7月13日 になってからであり、ようやく7月15日 に発効することになった23)。

(2)ア メ リカ対外政策における英米金融協定の意義

こうして成立 した英米金融協定の意義について、わが国では油井大三郎氏と本間雅美氏との間

に論争がある。油井氏は、当該協定成立における 「ソ連の脅威」を強調 した。すなわち、 「帝国

主義的世界体制の存続に不可欠となった 『対外援助』を自国民に承認させるうえで、帝国主義の

純経済的論理だけでは国民の意識を動員できず、反 ソ・反共イデオロギーによる統合が意図的に

はかられるという新 しい問題がよこたわっていた」と24)。

これに対 して、本間氏は以下のように批判する25)。油井氏の理解の最大の問題は、「アメ リカ

の貿易自由化体制構築の努力がなぜこの時期に反共十字軍的なイデオロギーにより支えられなけ

れば、自己を貫徹 しえなかったのかということを十分に説 きえていない点にある。後知恵でもっ

て 『反共の論理』を金融協定批准論争に投射 している点で、『冷戦神話』の陥穽 に陥 っている」

と。そこで本間氏は、以下のように理解 した。実際、アメリカ議会が対英借款協定を議論 してい

た時期に、多数の国がブレトン・ウッズ協定を無視 して、差別的双務べ一スで通貨 ・通商協定を

締結 しつつあり、「双務主義の勝利」 といわれる時代が登場 していた。そこで、 アメリカは対英



借款協定および対欧州輸銀信用供与 といった双務協定ををつうじて、ブレトン・ウッズの多角主

義原理の承認と具体化を各国に迫 った。 しか し、 こうした方式自体が双務的であ り、 「自由 ・無

差別 ・多角主義」原理の適用方式を修正することになった。すなわち、ブレトン・ウッズの 「多

角的多角主義」方式か ら英米金融協定に代表される 「双務的多角主義」方式への方向転換であり、

グローバルな 「多角主義」方式とリージョナルな 「双務主義」方式の 「混合」・「併存」というア

プローチの追求が過渡期の 「国際協力」の存在形態であった。当初のできるだけ一挙に 「多角的

多角主義」を実現 しようとする態度か ら、できるだけ速やかに 「多角主義」を双務的に展開 し、

もって 「多角主義」を漸次グローバル化 しようとする、より現実的な方向への転換を意味するも

のであった。

ところが、牧野裕氏の最近の研究は、再び 「冷戦」の視点による援助政策理念を強調 した。す

なわち、「英米金融協定の批准は、 ブレトン・ウッズのアプローチとは別の原理 に立つ戦後復興

や国際通貨金融問題へのアプローチ」であった。換言すれば、「キーカレンシー ・アプローチが

構想 していたように、ポンド圏を一つの勢力圏として評価 し、これを支柱の一つとして戦後世界

経済の再建を図る、戦略的なアプローチを トルーマン政権が選択 したことを意味 している」。

「1946年5月 の対仏借款供与 と対 ソ借款交渉の決裂、そ して英米金融協定 の下院批准論争でのソ

連封 じ込め論に明らかなように、1946年7月 までには英米同盟の強化、西欧の優先復興 などソ連

との対立的な関係を前提 とした金融援助政策が選択 された。 こうした政策展開過程 は、同時に、

ソ連の封 じ込め が新たな援助政策の理念 となり得 るばかりか更にその必要性を根拠づけるもので

あることを示唆 していた」 と鋤。

本間氏は、 こうした議論には次のような論理を対峙させる。すなわち、米英借款協定において、

アメリカは対英借款を 「特別のケース」 と見なしたが、それはなぜか。その答えは、 この協定に

よってアメリカは世界貿易の95%を 構成する世界市場において 「自由 ・無差別 ・多角主義」を実

現することができるか らであった。つまり、事実上、世界にはなんらの 「ブロック」 も存在 しな

いであろうという認識が支配的になったのである。換言すれば、 ソ連がブレトン・ウッズ協定へ

の参加を拒否 し、「ソ連 ブロック」を形成 ・拡大 しつつあるという状況下においては、「英米ブロッ

ク」の形成で対抗 し、「限 られた多角主義」 を追求す る以外にはないという現実の論理で あっ

た27)        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他方で、山本栄治氏は、 アメリカの 「国際的信用制度再建の遅れか らくる海外信用情報の不足、

海外投資 リスクの増大等のため…市場メカニズムを通 じての民間資本輸出を行うことができなかっ

た」のに対 して、「イギリスはアメ リカの4.5倍 もの国際金融ネットワークを維持 し、資本輸出に

必要な海外信用情報の収集体制をもってはいたが、慢性的な国際収支赤字の下で資本輸出能力を

大幅に低下 させて」いたことを強調する。 したがって、山本氏は明示 してはいないが、当時の巨

額の ドル不足のギャップを早急 に埋 めるためには、 アメリカは対英借款を含めた 「巨額の公的資

本輸出」を行い、また 「スター リング圏」の存続を認知せねばな らなかったことになる羽)。しか

しながら、はたして資本輸出能力を欠 くイギ リスがアメリカの4.5倍 もの国際金融ネ ットワーク



を維持 した根拠は何処にあったのか疑問が残るところであり29)、事実の具体的検出がまず必要 と

なろう。

　以上の議論が教えて くれることは、英米金融協定はマーシャル援助 も含めて 「アメ リカの戦後
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

の一般的な対外経済政策を背景」30)としていた事実を過小評価するような、 「冷戦体制」 に引 き
.　　.　　.　　.　　.　　.　　.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.　　 .　　.　　.　　.　　.　　.　　.　　.　　.

つけすぎた評価、あるいはスター リング ・ブロックの解体を前面に出して英米間の対立を強調 し
.　　.　　.　　.　　.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.　　.　　.　　.　　.

すぎた評価 も回避すべきことであろう31)。同時に、現実の論理を求めるには、1945年4月 のロー

ズヴェル トか らトルーマンへの政権交代に伴う財務長官 のモーゲ ンソーか らヴィンソン(Fred

Vinson)へ の交替が、その後のアメリカの通貨外交政策の主導権を財務省か ら国務省へと決定

的に転換させる契機となったことも重視せねばならないであろう32)。まずは、当該協定の破綻か

らマーシャル ・プランの実施、 さらにはEPU創 設までのアメリカの政策を具体的に検討す るこ

とが必要 となろう。

4.マ ー シ ャル援 助 とEPUの 創 設

　 (1)ポ ン ド危 機 と マ ー シ ャル援 助

　 1946年7月15日 、 イ ギ リス政 府 は英 米 金 融 協 定 に した が って ポ ン ドの 自 由 交 換 性 の 回 復 を 宣

言 した。 しか し、 翌1947年8月20日 に は、 ドル準 備 の 大 量 流 出 を 招 くとい う ポ ン ド危 機 に 直面 し

て33)、イ ギ リス は再 び 自 由交 換 性 を停 止 し、 ドル地 域 か らの輸 入 制 限 の実 施 に追 い 込 ま れ る こ と

にな った。 対 ドル圏 貿 易 赤 字 に 陥 った ス タ ー リ ング圏 諸 国(と くに イ ン ドとエ ジプ ト)が ロ ン ド

ンの ポ ン ド残 高 を 引 き出 した た め で あ った　 　 世 界 各 国 ・各 地 域 の金 お よ び ドル ・バ ラ ンス の変

化 につ い て は、 図1お よ び 図2を 参 照 。 こ の ポ ン ド危 機 の発 生 につ い て、 シ ュ ナ イ ダ ー(John

W.Snyder)財 務 長 官 は ダ ル トン(Rt.　 Hon.　 Hugh　 Dalton)英 大 蔵 大 臣 へ の 手 紙 の な か で 、

「多 角 的 決 済 制 度 の再 建 に と もな う当 然 の危 難 」34)と見 な して は い た が 、 ア メ リカ の 構 想 す る為

替 管 理 の撤 廃 、 貿 易 自由化 が この段 階 で は きわ め て困 難 で あ る こと を も知 ら しめ た35)。

　 交 換性 停 止 後 の ポ ン ドの ポ ジ シ ョ ンは、 ブ レ トン ・ウ ッズ機 関(IMF,　 IBRD)で は な くマ ー

シ ャ ル援 助 に よ って支 え られ た。 マ ー シ ャ ル ・プ ラ ンは、 短 期 的 に は、 ヨー ロ ッパ と西 半 球 と の

間 の 不均 衡 を取 り除 くの に十 分 な生 産 を ヨー ロ ッパ に促 す と ともに、長 期 的 に は、 イギ リス の リー

ダ ー シ ッ プに よ って ソ連 の圧 力 を抑 え て、 「多 角 主 義 」 的 に統 合 され た 「ヨ ー ロ ッパ 共 同 体 」 を

建 設 す る こ とを 目的 と して い た。

　 1947年 の ポ ン ド危 機 は為 替 、 と りわ け ポ ン ド為 替 を調 整 す る と い うIMFの 基 本 的 機 能 を 問 題

に した が、 こ う した方 向 へ の行 動 は なか っ た。 さ らに、 ヨー ロ ッパ 問 題 に 対 す るIMFの 関 わ り

は1948年4月5日 の い わ ゆ る 「ERP決 定 」 に よ って厳 格 に制 限 され 、　IMFは ヨ ー ロ ッパ 復 興 計

画 参 加諸 国 に は融 資 しな い こ とを合 意 した。 そ こで、IMFの 一 部 の ス タ ッ フ(Robert　 Triffin,

Head　 of　the　 Fund's　 Paris　 office;Maurice　 Parsons,　 Director　 of　 the　 Fund　 Operation

Dept.)は 、 「多 角 決 済 を可 能 にす るた め に信 用 を供 与 す るIMFの ヨー ロ ッパ 版 を創 設 す る こ と



を企 て」 さえ した36)。実 際 、 国 務 省 とマ ー シ ャル援 助 の ワ シ ン トンを ベ ー ス とす る調 整 機 関 で あ

る経 済 協 力 局(Economic　 Cooperation　 Administration:ECA)は 、 ヨ ー ロ ッパ 内 貿 易 を 維 持

す るた め に欧 州 復 興 援 助 資金 を 使 用 す る必 要 性 を承 認 した37)。イ ギ リス の 金 お よ び ドル 準 備 は

1949年9月 以 降 に急 増 す るが 、 そ れ は ドル圏 か らの輸 入 に対 す る規 制 、 ス タ ー リ ング圏 の ドル収

益 の増 加 に加 え て、 マ ー シ ャル ・プ ラ ンに も とつ い てECAか ら配 分 さ れ た援 助 の 全 額 を 通 貨 準



備 に加えることができたからであった38)。

　 しかし、1949年 の第2四 半期には、 アメリカの経済成長率の停滞のリアクションとして、イギ

リスの国際収支赤字は再び問題を提起 し、アメリカ財務省のIMF代 表はポ ンド平価の切下 げを

表明 した。 アメリカにとっては、 イギ リスの一時的困難は1つ の好機であった。イタリアやフラ

ンスなどによる為替管理強化の要請に対 して鋤、 ヨーロッパにおける決済の自由化 はヨーロッパ

諸国全体の平価切下げに依存すると考え られていた。 しかし、イギリスがそのネックとなってい

た。 イギ リスは、価格 ・賃金統制にもとづ く国内のインフレ圧力が最重要課題であるとみて、平

価切下げにはIMF脱 退をもち らつかせて反対 したが、最終的には、クリプス蔵相 に替 わる代理

の出席のもとでイギリスの平価切下げが決定 された。そして、 ヨーロッパ諸国 とスターリング諸

国がそれに続 くことになった40)。

　 (2)EPUの 創 設

　 イ ギ リス の平 価 切 下 げ は、 しか し、 為 替 お よび貿 易 の規 制 緩 和 に は 向か わ な か った 。 反 対 に、

イギ リス を 「欧 州 決 済 同 盟European　 Payment　 Union:EPU」 へ の 加 盟(1950年)へ と導 く こ

と に帰 結 した。 そ して ま た、 全 て の ス ター リン グ地 域 は単 一 の 多角 的決 済 制 度 の な か で マ ー シ ャ

ル 援 助 諸 国 と リン クされ る こ と に な った。

　 EPUは 、 欧 州 諸 国 通 貨 の交 換性 停 止 の も とで の貿 易 ・決 済 の 困難 を克 服 す る た め に、1950年9

月19日 に締 結 され た協 定(Agreement　 for　the　Establishment　 of　European　 Payment　 Union)

に もとつ い て創 設 され、 欧 州 経 済 協 力 機 構(OEEC)加 盟18力 国(同 年11月 ス イ ス も加盟)が 参

加 した。 そ の起 源 は、 イ ギ リスの 通 貨 交 換 性 回復 が失 敗 した後 に、1947年11月18日 にベ ル ギ ー、

フ ラ ンス、 イ タ リア、 ル クセ ンブ ル グ、 オ ラ ン ダの5力 国 に よ って署 名 さ れ た 「第 一 次 多 角 的通

貨 相 殺 協 定 」 に湖 る ことが で き る。 しか し、 この段 階 で は30億 ドル に の ぼ る ア メ リカの拠 出金 の

増 加 を懸 念 して、 ア メ リカお よ びIMFの 積 極 的支 援 は え られ な か っ た41)。そ の 後 、 双 務 主 義 の

復 活 を阻 止 しつ つ ヨー ロ ッパ の 復 興 と通 貨 交 換 性 へ の第 一 歩 と して見做 したECAの 積 極 的 支 援

の もと に42)、1948年10月16日 に第 一 次 「ヨー ロ ッパ 間 決 済 お よ び相 殺 協 定 」 が 、 そ して1949年9

月 に は第 二 次 協 定 が締 結 され 、 最 終 的 にEPUの 創 設 へ と帰 結 した43)。

　 EPUは 、 い わ ば 「国 際 決 済 銀 行(BIS)」 と い う瀕 死 の 欧 州 国 際 機 関 を 復 活 さ せ て 、 ヨー ロ ッ

パ に お け る経 常 取 引 の手 形 交 換 所 の機 能 を果 た そ う とす る もの で あ った 。 具 体 的 に は、EPUは

双 務 的 な純 債 権 ・債 務 を多 角 的 に相 殺 し、 そ の交 換 尻 をEPUに 対 す る純 債 権 ・債 務 に転 換 した。

そ してEPUと 加 盟 国 との 決 済 に あ た っ て は、 ク オ ー タ(quota:割 当額)に 対 す る累 積 純 債 務

の 比 率 が 上 昇 した とき に は金 ・ ドル決 済 の割 合 を段 階 的 に増 加 させ る こ とで 、 赤 字 国 に節 度 を求

め る もので あ った。

　 EPUの 創 設 ・運 営 につ いて の ア メ リカ と ヨー ロ ッパ の思 惑 は、 しか しな が ら、 必 ず し も一 致

して い たわ けで は なか った。EPUの 幹 部 た ち に と って は、 「BISは 多 角 主 義 とア メ リカ の 干 渉 を

回避 す る手 段 と して 出 現」 した。 他 方 、 ア メ リカで は、 国 務 省 はEPUを ヨ ー ロ ッパ の政 治 的 安



定を強化するものとして評価 していたが、財務省とIMFは 「当初は、　EPUを 私的イニシアチブ、

自由貿易政策、競争 というアメリカの原理を否定するものであり、強さと安定は統制や施 しや救

済によって達成されはしないと見ていた」44)。こうした理解 は、国連食糧農業機構(FAO)に よ

る 「国際商品決済所International　 Commodity　 Clearing　House:ICCH」 創設案の拒絶 に明確

に示されていた。 このプランは、通貨交換性をもつ国が余剰農産物を為替管理国に輸出し、その

為替管理国は自国通貨でICCHに 支払い、　ICCHは 輸出国通貨が交換性を回復するまで輸 出国の

勘定として保有するというものであった。だが、NACは 、 こうした為替管理 ・食糧輸入国 に対

する ドル援助機関の創設は、「不換通貨」の累積をいっそう助長 し、 また 「交換性の確立 にとっ

て著 しい抑止力」 となるとして、反対を表明 したのであった45)。

　 しかし、EPUの 創設に関 しては、　ECAは このようなスタンスはとらなか った。　ECAは 、マー

シャル援助を 「ヨーロッパ内貿易のための決済メカニズムの運営を促進するために使用すること」

を認め、同時に、EPUを 「双務貿易を多国間貿易に置き換え」、「ヨーロッパの復興 を促進す る

プログラムの一部」 として認めざるをえなかった46)。EPUを 国際通貨体制構築のための第一歩 と

して見做 したにしても、 しかしECAは 、それが本質的には双務的性格のものであ り、 自動的に

多角的決済へと移行するものではないか ら、以下の3つ の条件をもっとも本質的な前提として重

視 した。すなわち、①国内通貨および金融の安定、②現実的な為替相場の採用、そして③一定の

通商政策への追従である47)こ れ らに加えて、「関税または経済同盟の創設」、「外国為替準備の

プール」、「国内投資政策の効果的な協調」などの諸政策をも強化すべきことを指摘 した48)。

　 こうして、NACも またその報告書のなかで、つぎのように述べてEPU創 設を支持 した。すな

わち、

　　　 「その提案 〔ECAに よるEPU創 設案〕を検討 した結果、当評議会は、提案された同盟の

　　創設によって、その活動が合衆国および他のIMF加 盟国諸政府が負 う責務 と衝突すること

　　はなく、また提案されている地域的べ一スでの同盟の創設が、当該同盟の他のメンバーの進

　　行の度合いとは独立 して、どの参加国 もまたどの参加国グループをも可及的速やかに通貨の

　　交換性 と経済的統合に移行することを妨げるものでもないと見做 した」49)と。

　(3)EPUと ブレトン・ウッズ体制

　マイクセル(Raymond　 F.　Mikesell)に よる初期の研究は、　EPUと アメリカの構想 との関係

を以下のように見ていた。すなわち、

　　　 「EPUお よびスターリング圏によって代表される多角的決済制度が ドル圏を含む世界的

　　規模の制度に統合されるか否か、あるいはそれが多かれ少なかれ、恒久的な管理通貨ブロッ

　　ク(soft-currency　 bloc)に なるか否かは、国際経済情勢全般 と加盟諸国が採用す る政策に

　　依存する。…私見では、世界大の多角的決済制度を促す手段として、アメリカには2つ の行

　　動指針がある。つまり、①スターリングの交換性回復のため、イギ リスに対する激励と金融

　　援助を提供すること。②貿易収支が、ある程度の信用額が枯渇 した後に金で全額が決済され



る制度に徐々に移行することを条件に、EPUに 対する支持を継続することである」 と50)。

アメ リカの国際通貨構想か らみても、EPUと イギ リスの関係 を説 き明かす ことがEPUと

IMF体 制との関係を理解する1つ の重要な鍵 となるであろう。 マイクセルはその後の研究 のな

かで、そもそもEPU構 想は国際通貨 としてのスター リングに対する1つ の脅威のあらわれであっ

たことを指摘 した。すなわち、戦後イギ リスは ドル圏以外の世界に交換性通貨たるポンドを拡大

しようとしたが、これを脅威としたEPU構 想諸国はロンドンに保有するポンド残高の移転によっ

てではなく、「双務的バランスの決済にもとづ く多角的システム」をヨーロッパ内 に創出するこ

とを計画 した51)。

これに対 してイギリスは、対 ヨーロッパ貿易の増加傾向にもかかわらずこれを重視することは

せず、対EPU関 係において も、むしろポンドの国際通貨としての再復活 に重 きをおいた52)。そ

れゆえ、イギ リスはEPU構 想に対 して、以下の4つ の留保条件を提示 した。すなわち、①EPU

が唯一つの決済通貨となることは国際通貨 としてのスターリングの地位を破壊すること、②1年

を超えるバランスの金決済はかっての厳格な金本位制を想起させること、③金流出国に対する輸

入規制に差別待遇する権利を留保すべきこと、④加盟国の国内政策に介入するような強大な権限

をEPUに 付与すべきではないこと。結果的に、イギリスはスター リングに 「特別 な地位」を与

えるよう示唆したのであった53)。

確かに、アメ リカもまた西 ヨーロッパ諸国 も、 スター リングが実際にはEPU計 画のなかで

「特別な地位」にあることは認識 していた。すなわち、 ヨーロッパ諸国によってポン ドは広 く決

済 ・準備通貨 として利用され、 したがって相当額のポンドが蓄積されていたか らであった。他方

で、イギリスもまた、対外準備が危機的水準に低下 してスター リング圏解体の危機に瀕 し、1949

年のポンド平価の切下げ後は国際通貨 としての信頼性 も低下 していたから、当初の拒絶の姿勢の

みを貫 くことは現実的ではなかった54)。このためイギリスは、 ポ ンドをEPU内 での決済通貨と

して認めることを条件とする、限定的なEPU計 画への参加を提案 した。

アメリカおよび西 ヨーロッパ諸国は、当初は双務的決済協定の主旨に反するとしてイギ リスの

提案を拒絶 した。 しかし、アメ リカはマーシャル援助を挺子とするヨーロッパ経済の再建という

目的を達成するためには、 ヨーロッパ間貿易決済の障壁を除去することが不可欠であり、またイ

ギリスおよびスター リング圏をEPUに 包摂 してイギリスにその役割を果たさせることが必要で

あるとみた55)。実際、その後の交渉過程では、イギ リスはポンドがEPU内 での 「特別 な地位」

を増大させることにも、またEPUを 通 じて金流出なしに信用を拡大するという希望 をも放棄せ

ざるをえなかった。 しか しながら、イギ リスは1億5,000万 ドルの援助に加えて、EPU加 盟国が

ポンドを準備通貨として利用 し、またポンド残高を純債務ポジションに陥ったときに利用するこ

とはみとめ られた56)。これによって、EPUは イギ リスの意図にかなり適 した形に編成された。

当初、EPUとIMF(ま たアメ リカ財務省)と は対立的関係にあった。多角主義によってある

いはユニバーサルに為替管理を緩和 し通貨の交換性を回復 しようとするIMFと って、EPUの 双

務的 ・地域的な性格はIMFの 目的に反す るものであった。また、 ヨーロッパ経済の再建 を目的



とす る マ ー シ ャル援 助 やEPUと は異 な り、IMFに は そ の用 意 はな か った。 そ れ ゆ え、 国 際 機 関

と して のEPUの 重 要 性 の 増 大 は、IMFの 存 在 意 義 を も脅 か しか ね な い もの で あ った57)。

しか し、 こ う したIMFとEPUと の関 係 は、1952年 ま で に は急 速 に好 転 した。 両 者 の関 係 好 転

の 直 接 的 な 契 機 は、 ベ ル ギ ー に対 す るIMFの5,000万 ドル の ス タ ンバ イ ・ク レジ ッ トの供与 で あ っ

た。1950年 代 初 頭 に、 ベ ル ギ ー はEPUに 巨額 の 債 権 を 累 積 さ せ て い た が(表1を 参 照)、 しか

し、 ドル 諸 国 に は赤 字 で あ った。 す な わ ち、EPUは ベ ル ギ ー の信 用 に依 存 して い た た め 、 これ

を カ バ ー す るた め に は、 ベ ル ギ ー はIMF借 款 に頼 らざ るを え な い と い う状 況 が っ く りだ さ れ た

の で あ る。 この ため1951-52年 に、 ア メ リカ とカ ナ ダがIMFの 場 で ベ ル ギ ー　　　　した が って 、

EPU　　　 を批 判 した。 そ こで ベ ル ギ ー は、1952年2月 のIMF借 款 の 条 件 と し て、 「規 制 の 最 小

限 の行 使 とい っそ うの交 換 性 回 復 の努 力 は ベ ル ギ ー の恒 久 的 目標 で あ る」58)ことを 約 束 せ しめ ら

れ 、 も って そ の後 のIMFの 対EPU政 策 の ス タ ンス を確 立 せ しめ る こ とに な った。

IMFに よ る対 ベ ル ギ ー借 款 を契 機 と して、IMF・ ア メ リカ とEPUと の 関係 は修 復 され 、 最 終

的 に は1958年 のEPUの 解 散 、IMF8条 国 へ の移 行 を導 く こ とに な る。 ハ ロル ド ・ジ ェ イ ム ズ に



よ れ ば、IMF(=米 国)とEPUの 関 係 修 復 はIMFを 構 想 した グ ロ ーバ リズ ムの要 で あ った 「自

動化 原 則(the　 principle　 of　automaticity)」(=市 場 メ カ ニ ズ ム?)が 「裁 量 主 義 ア プ ロ ー チ

(discretionary　 approach)」 に取 って 代 わ られ た こと を示 した。 これ に加 え て、 欧 州 復興 計 画 に

よ るア メ リカの 公 的 援 助 が民 間 資本 移 動 を再 開 させ、 さ らに はEPU解 体 を 導 い た の で あ り、 こ

れ は 「国 際 主 義 と多 角 主 義 の 原 則 の勝 利 」鋤 に帰 結 した。 ま た 当時 、 ア メ リカ国 務 省 の 対 外 援 助

ス タ ッフ と してECAに 所 属 した カ プ ラ ン(Jacob　 J.　Kaplan)は 、　IMFの 国 際 経 済 協 調 の 考 え

はEPUの もとで は じめて 達 成 され た こ とを指 摘 して い る60)。

5.小 括

　最後に、戦時期からEPU諸 国の為替管理撤廃までの戦後十数年間におけるアメ リカの国際通

貨金融政策を振 り返 ってみれば、英米の銀行家 らによる強力な批判にもかかわらず、ホワイ トや

ケインズによる当初の構想の重要な部分がブレトン・ウッズ協定に反映されたことを想起させる。

とりわけIMFと いう国際機関を媒介 として、国家はあ らゆる資本移動に対する権限を明示的に

付与 され、 また投機的 ・均衡破壊的な短資移動に対する為替管理の行使も許容 されたことに注 目

すべきであろう。 ところが研究史の多 くは、当初の 「ニューディール」的構想からの後退を強調

し、「多角的」アプローチかあるいは 「双務的」アプローチかといった論争にのめりこんで しま

い、1930年 代か ら戦時中の激変をへて英 ・米 ・仏などの主要国で合意された国際金融秩序がブレ

トン ・ウッズ協定に継承された側面を過小評価 して しまった。

　マーシャル援助とEPUの 創設 ・展開は金 ・ドル決済の比率を漸進的に高めることで、参加各

国通貨の交換性回復を段階的に推 し進めることになった61)。戦後の混乱期における貿易や通貨の

統制がむ しろ拡大 しつつある状況下では、 こうしたヨーロッパ域内における多角的決済の促進と

貿易 ・決済における統制の緩和こそがマーシャル援助、 したがってEPU創 設者たちの構想 を導

いたのであった62)。

　 したがって、ブレトン・ウッズ構想において、貿易の自由化を促すために金融は国際的に組織

化されねばならなか ったとするならば63)、　EPUの 創設 とIMFに よるその包摂は同 じ軌道の延長

線上にあったことになろう。EPUは マーシャル援助の帰結であり、 ともにアメリカによる戦後

世界経済の再建構想の産物であった。ブレトン・ウッズが上にみた意味で第1の パラドックスで

あったとすれば、その成功としてのヨーロッパ と日本の経済復興は第2の パ ラドックスであった。

しか しその時にはもはや、アメリカにとってはそれまでとは異なり、ブレトン・ウッズは有益で

も国民的利益で もなくなっていた64)。

[附記]　本稿は、平成7年 度文部省科学研究費 ・総合研究A(「 第二次大戦後ヨーロッパ経済の再建と統合
一 『ヨーロッパ共同体』形成過程の研究一 」、課題番号06301072、研究代表者　森建資)に よる研究成

果の一部である。
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